
交通安全施設（信号柱）の老朽化対策
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交通安全施設等整備事業とは？

都道府県公安委員会が行う
○ 信号機、道路標識又は道路標示の設置に関する事業
○ 交通管制センターの設置に関する事業

交通管制センター信号機 道路標識 道路標示

地方単独事業と特定交通安全施設等整備事業（補助事業）

地方単独事業 特定交通安全施設等整備事業（補助事業）

事業費の全額を都
道府県費で負担

【目的】
特に交通の安全を確保する必要がある道路について、総合的な計画の下に交通安全施設等
整備事業を実施することにより、交通事故の防止及び交通の円滑化を図る。

【概要】
① 国家公安委員会及び国土交通大臣が、特に交通の安全を確保する必要がある道路を指定
② 都道府県公安委員会は、①の道路について、社会資本重点整備計画に即して、特定交通
安全施設等整備事業を実施

【補助率】
10分の５

（交通安全施設等整備事業の推進に関する法律（昭和41年法律第45号））

交通安全施設等整備事業の概要①



信号機の高度化

系統化

右折感応化 多現示化道路標識
（オーバーハング）

道路標識
（オーバーヘッド）

道路拡幅、交差点改良（道管） 立体交差（道管）

渋滞対策、基幹ネットワークの整備に伴い、円滑化が必要となる地区内
における施設等の整備

円滑化対策事業安全対策事業

道路標識・標示の高輝度化

○ ゾーン３０の推進 ○ 信号機の高度化等
○ 通学路対策の推進 ○ 事故危険箇所対策
○ 自転車利用環境の整備 ○ 交通安全施設の戦略的維持管理
○ 歩行空間のバリアフリー化 ○ 歩車分離式信号の整備
○ 災害に備えた道路交通環境の整備

信号機のバリアフリー化

事業内容（例） 事業内容（例）

『平成27年までに24時間死者数を3,000人以下にする』
という第９次交通安全基本計画の目標の実現

道路管理者の事業との連携による円滑化の実現

死傷事故率が高いなど、交通の安全を確保する必要のある道路に
おいて、交通安全施設等の整備を推進

道路管理者と公安委員会が一体となって渋滞対策を講じることによ
り、交通流の最適化を実現 3

～第３次社会資本整備重点計画における重点対策～

交通安全施設等整備事業の概要②

音響式信号機 歩行者支援装置

信号灯器のＬＥＤ化 交通管制センターの高度化



4

平成24年度補正予算による信号柱老朽化対策事業

平成24年度補正予算において、老朽化
した信号柱の更新事業を、特定交通安全施
設等整備事業の補助対象とし、その事業費
の10分の５を国費補助することとした。

【６，４１７本の内訳】
○ 耐用年数を経過した信号柱・・・・・・・・・・・・・・ ４，０７３本
○ 点検結果に基づき更新が必要と認められた信号柱・・・・ ２，３４４本

全国で６，４１７本の信号柱を更新
→ 国費による補助金として、平成24年度補正予算に約１８億３千万円を措置

特定交通安全施設等整備事業（補助事業）として実施

平成24年度補正予算による事業量

平成24年12月、中央自動車道笹子トンネルにおい

て、天井板が崩落し、９名が死亡する事故が発生

「笹子トンネル事故を踏まえ老朽化により危険が生じて
いるトンネル・橋梁等をはじめ河川、道路等の社会イン
フラの総点検を速やかに実施し、緊急的な補修など必要
な対策を講ずる。」

緊急経済対策（平成25年１月11日閣議決定）

笹子トンネル事故の発生

社会資本の老朽化対策は、国民の安全
を守るために取り組むべき喫緊の課題

※ 老朽化により傾いていたコンクリート柱を撤去し、鋼管柱を新設

更新前 更新後

（参考） 平成２４年度において、設置から耐用年数を経過していた信号柱 ２２，４７８本（うち指定道路上 ２１，７７８本）
※１ 「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」（昭和40年３月31日大蔵省令第15号）に基づき、鋼管柱の耐用年数を50年、コンクリート柱の耐用年数を

42年として算定
※２ コンクリート柱・・・昭和45年度以前に設置のもの

鋼管柱・・・・・・・昭和37年度以前に設置のもの
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更新が必要となる信号柱（全道路）

全道路上の平成２４年度において耐用年数を経過していた信号柱の本数と
平成２５年度以降新たに耐用年数が経過することとなる信号柱の本数（本）

（年度）
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更新が必要となる信号柱（指定道路）

（本）

（年度）

指定道路上の平成２４年度において耐用年数を経過していた信号柱の本数と
平成２５年度以降新たに耐用年数が経過することとなる信号柱の本数



41 45 50 55 60 元 5 10 15 20 25

補助事業（億円） 8 24 28 11 18 66 121161178195221251294338321325288270228201212238196251268289364386256382344368405404396508371350327327307307467451410380389372

地方単独事業（億円） 25 44 43 70 82 94 1702332662372222843383774144424544645035005606296807948479569881,0 1,0 1,0 1,1 1,0966833760752662627546524494499418499427494445413

信号機のストック数 10, 13, 16, 19, 23, 29, 38, 46, 55, 63, 71, 79, 87, 94,101106110113116119121124128131135140144149153157161165169172176179184187189191193195197200201203
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地方単独事業等の状況

事業費
[億円]

道路新設や通学路の安全対策等に対応するため、信号機等の新設も必要であり、信号機のストック
数は、年々増加している一方、地方単独事業の事業額は、平成10年度以降、減少傾向にある。

（年度）

ストック数
[基]

203,489基
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信号柱の倒壊事案の発生状況

発生年 発生件数

平成17年 １件

平成18年 ２件

平成19年 ２件

平成20年 １件

平成21年 １件

平成22年 ４件

平成23年 ２件

平成24年 ２件

平成25年 １件

近年の倒壊事案の実例発生年及び発生件数

平成22年度に倒壊
（昭和54年度製）

平成23年度に倒壊
（昭和48年度製）

平成22年度に倒壊
（昭和58年度製）

平成１９年１０月、埼玉県において、電気工事会社の作業員がコンクリート製信号柱に登って
感知器ケーブルの張替え作業を行っていたところ、当該信号柱が中央付近で突然折れ、当該作業
員が約６メートルの高さから転落し、死亡するという痛ましい事案が発生

平成22年度に倒壊
（昭和46年度製）



○ 点検手法等の検討
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今後の課題～信号柱の適切な維持管理に向けた取組～

○ 各都道府県ごとに、各々の整備実態に即した中長期計画を策定

○ 更新対象ストック数削減のための方策の検討

○ 老朽化対策に関する関係省庁との情報共有

・ 撤去基準の検討
・ 信号柱の集約の検討
・ 長寿命化手法の研究開発

（例）


